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第１ 資格審査申請の定期受付について 

 

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構（以下「機構」という。）が発注する「設計

・コンサルティング業務」の競争入札に参加を希望される方及び随意契約の相手方は、機

構が行う競争参加者資格についての審査を受けていただく必要があります。 

なお、定期の受付期間を過ぎた場合でも随時に受付業務（「第３ 資格審査申請の随時

受付について」参照）を行いますが、その場合、事務処理の都合により、資格審査に時間

がかかりますので、可能な限り定期の受付期間内に申請して下さい。 

また、文部科学省の競争参加者資格審査を受ける予定又は受けている方は、文部科学省

の資格を準用しておりますので、機構への競争参加者資格審査の申請は不要です。ただし、

機構の競争参加資格の有資格者となるには別途ご提出頂く書類がありますので、下記をご

参照ください。 

 

※機構の審査基準は文部科学省と同じです。 

※文部科学省の資格を付与されている方は「委任状・使用印鑑届」及び「口座振込依頼

書」をご提出いただくことで機構の競争参加資格の有資格者となります。なお、すで

に機構への申請をしている場合は、内容に変更がない限り提出不要です。 

 

１ 申請書類の提出期間及び場所 

 

 審査を希望される方は、「第２ 提出書類及び記入例等」に従って、定期の受付期間内

に提出してください。 

 

（１）申請書類の定期受付期間等 

平成２８年１２月１日（木）～平成２９年１月３１日（火） 

（土曜日、日曜日、国民の祝日に関する法律に規定する休日及び年末年始(平成 28 

年 12 月 29 日～平成 29 年 1 月 3 日)は除きます。 

申請書類を郵送する場合は平成２９年１月３１日（火）の消印有効） 

 

（２）申請書類の提出先 

     競争参加資格者は当機構すべての拠点に有効なものとなるため、以下の受付場所の 

いずれかへ持参もしくは郵送により提出して下さい。 
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［受付場所］ 
① 本部 
〒３１９－１１８４ 茨城県那珂郡東海大字舟石川７６５番地１ 
国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 契約部 契約調整課 

電話 ０２９－２８２－４０７９（ダイヤルイン） 
 
② 大洗研究開発センター 
〒３１１－１３９３ 茨城県東茨城郡大洗町成田町４００２番地 
国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 大洗研究開発センター 管理部 調達課 

電話 ０２９－２６７－１９１９（内線 ７０９０） 
 

③ 敦賀事業本部 
〒９１４－８５８５ 福井県敦賀市木崎６５号２０番地 
国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 敦賀事業本部 業務管理部 調達課 

電話 ０７７０－２１－５０２５（ダイヤルイン） 
 
④ 幌延深地層研究センター 
〒０９８－３２２４ 北海道天塩郡幌延町北進４３２番地２ 
国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 幌延深地層研究センター 経理課 

電話 ０１６３２－５－２０２２ 
 
⑤ 東濃地科学センター 
〒５０９－５１０２ 岐阜県土岐市泉町定林寺９５９番地の３１ 
国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 東濃地科学センター 経理課 

電話 ０５７２－５３－０２１１ 
 
⑥ 人形峠環境技術センター 
〒７０８－０６９８ 岡山県苫田郡鏡野町上齋原１５５０番地 
国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 人形峠環境技術センター 経理課 

電話 ０８６８－４４－２２１１ 
 
⑦ 青森研究開発センター 
〒０３５－００２２ 青森県むつ市大字関根字北関根４００番地 
国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 青森研究開発センター 総務経理課 

電話 ０１７５－２３－４２１１ 
 
⑧ 福島研究開発部門 

（いわき事務所） 
〒９７０－８０２６ 福島県いわき市平字大町７番地１ 平セントラルビル８階 
国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 福島研究開発部門 福島事業管理部 経理課 

電話 ０２４６－３５－７６５０ 
 

 

※郵送又は持参いずれの場合でも本社（店）から機構に提出してください。 

※本店が外国に所在する外資系企業の場合は、日本国内において主たる業務を行う支

店等から提出してください。 

※文部科学省の資格及び機構の資格は、機構すべての拠点の共通資格となります。 
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２ 資格審査 

 

提出された書類に基づき審査を行い、点数により資格を決定します。 

なお、機構の審査基準は文部科学省と同じです。 

 

３ 資格認定の通知 

 

一般競争（指名競争）参加者資格認定通知書（以下「認定通知書」という。）により申 

請者に資格認定の通知を行います。 

 なお、認定通知書の発送時期については、平成２９年３月下旬を予定しています。 
 

４ 競争参加者資格の有効期間 

 

 平成２９年１月３１日までに資格審査申請書類一式（以下「申請書類」という。）を提

出して、資格を認定された方の競争参加者資格の有効期間は、平成２９年４月１日から平

成３１年３月３１日までの２年間となります。 

 

５ 申請に当たっての注意事項 
 

申請書類に虚偽の記載をし、又は重要な事実の記載をしなかった場合には、競争参加者

資格の認定が受けられないか、取り消されることがありますので十分注意して下さい。 
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第２ 提出書類及び記入例等 

 

１ 会社及び個人営業者の場合 

 

（１）提出書類 

次の書類を、①から順にそろえて提出してください。 

 

※各様式は下記の提出書類一覧よりダウンロード下さい。 

提出書類一覧（各一部） 

①一般競争（指名競争）参加者資格審査申請書（設計・コンサルティング業務） 

「様式2-1」「様式2-2」「様式2-3」 

②測量等実績調書「様式2-4」 

③技術者経歴書「様式2-5」  

④営業所一覧表「様式2-6」 

⑤登記事項証明書の写し【法人の場合のみ】（履歴事項全部証明書もしくは現在事項全部証明書） 

⑥登録証明書等 

⑦財務諸表類(直前1年分) 

⑧納税証明書又はその写し（法人の場合はその３の３、個人の場合はその３の２） 

⑨委任状・使用印鑑届「様式4」 

⑩口座振込依頼書「様式5」 

⑪認定通知書送付用封筒（長形３号） 

⑫競争参加者資格申請書受領書送付用封筒（長形３号） 

⑬委任状「様式6」※必要に応じ 

 

① 一般競争（指名競争）参加者資格審査申請書（設計・コンサルティング業務） 

「様式 2-1」「様式 2-2」「様式 2-3」                （Ｐ.8～10 参照） 

② 測量等実績調書「様式 2-4」                                   （Ｐ.11 参照） 

③ 技術者経歴書「様式 2-5」                             （Ｐ.12 参照） 

④ 営業所一覧表「様式 2-6」                           （Ｐ.13 参照） 

⑤ 登記事項証明書の写し（法人の場合のみ） 

【申請日以前の 3カ月以内に発行されたもの】 

⑥ 登録証明書等 

○ 希望する業種区分について、下表のとおり各登録等についての登録官署が発行する証明書等

（写しでも可）を提出する。 

○ なお、競争への参加を希望しない業種に係るものは提出を要しない。 

○ 官公署から発行された証明書類の写しについては、申請書提出日から３か月以内のものに限

る。 

○ 申請を希望する業種区分について、必須となっているものは、当該事業の事業登録を受けてい

る必要があり、必ず証明書等（写しでも可）を提出すること。 

 

http://www.jaea.go.jp/for_company/supply/format/files/h29/se2902.xlsx
http://www.jaea.go.jp/for_company/supply/format/files/h29/se03.xlsx
http://www.jaea.go.jp/for_company/supply/format/files/h29/se04.xlsx
http://www.jaea.go.jp/for_company/supply/format/files/h29/se05.xlsx
http://www.jaea.go.jp/for_company/supply/format/files/h29/yoshiki04_28_1.xlsx
http://www.jaea.go.jp/for_company/supply/format/files/h29/yoshiki05_28.xlsx
http://www.jaea.go.jp/for_company/supply/format/files/h29/seyoushiki06_28.docx
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業種区分 登録事業名 添付書類 必須 
登録が
あれば
提出 

建築関係設計・施工管理業務 建築士事務所 建築士事務所登録証明書 ○  

建築設備関係設計・施工管理業務 建築士事務所 建築士事務所登録証明書  ○ 

測量業務 測量業者 測量業者登録証明書 ○  

地質調査業務 地質調査業者 地質調査業者登録（通知）  ○ 

その他コンサルティング業務 

建設コンサルタント 建設コンサルタント登録（通知）  ○ 

補償コンサルタント 補償コンサルタント登録（通知）  ○ 

不動産鑑定業者 不動産鑑定業者であることを証する書面  ○ 

土地家屋調査士 土地家屋調査士であることを証明する書面  ○ 

計量証明事業者 計量証明事業者登録証明書  ○ 

司法書士 司法書士であることを証明する書面  ○ 

 

⑦ 財務諸表類                                                            

【申請者が自ら作成している直前 1年間の事業年度分に係る貸借対照表、損益計算書及び株主資 

本等変動計算書及び注記表（個人の場合はこれらに類する書類）をいう。】 

⑧ 納税証明書又はその写し                  （Ｐ.14～15 参照） 

【申請日以前の 3カ月以内に発行された法人税（法人の場合）又は申告所得税（個人の場合）、

消費税及び地方消費税の未納の税額がないことの税務官署が発行する証明書をいう。】 

⑨ 委任状・使用印鑑届「様式 4」     （Ｐ.16～18 参照） 

【「1.委任状」…契約名義人が代表者ではなく営業所長等が契約に関する行為またはその一部の 

権限を委任されている場合のみ記載する】 

【「2.使用印鑑届」…契約名義人または権限の委任を受けた者が契約で使用する印を押印する】 

※委任が一部項目（権限）のみの場合は、当該委任についての「委任状・使用印鑑届」に加え、 

 代表者の「使用印鑑届」も提出して下さい。 

【「4.誓約事項」…『「原子力機構との取引において遵守すべき「情報セキュリティの確保」 

に関する事項』について誓約いただきます。】 

⑩ 口座振込依頼書「様式 5」        （Ｐ.19参照） 

【新たに当機構へ競争参加者資格を申請する場合または変更が生じた場合のみ提出する】 

⑪ 認定通知書送付用封筒（長形３号） 

【８２円切手を貼り、表面に申請者の住所、商号又は名称、代表者名を記入したもの】 

⑫ 競争参加者資格申請書受領書送付用封筒（長形３号）  

【郵送の場合のみ提出する】 

【８２円切手を貼り、表面に申請者の住所、商号又は名称、代表者名を記入したもの】 

⑬ 委任状「様式 6」                        （Ｐ.20 参照） 

【行政書士が代理申請をする場合には、申請者から競争参加者資格審査の代理申請をする権限につ 

いて委任する旨を明記した委任状を作成して提出する（正本を提出すること）。なお、従業員が

代表者に代わって申請書を提出する場合は、委任状は不要です。】 

 

 

（２）提出部数 各１部 
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（３）申請書類提出上の注意事項 

① 機構においては、１法人につき１つの資格認定を行っているところであり、原則

として本社（店）からの申請とすること。（本社（店）及び支社（店）の両方から

の申請は受け付けることができません。） 

② 外資系企業が申請する場合で、申請書の「08 本社（店）住所欄」については、本

社（店）の所在する国名及び所在地名を記載すること。なお、日本国内に連絡場所

がある場合には、その所在地を欄外に記載して下さい。 

③ 提出する書類等について、外国語で記載された事項については、日本語の訳文を

添付して下さい。 

④ 申請書類を持参する場合は記入内容や会社の業務内容について種々お尋ねするこ

とがありますので、お答え出来る方が持参するようお願いします。 

 

（４）申請書類を郵送により提出する場合の注意事項 

① 申請者は、申請書の受付場所に(1)の提出書類を簡易書留郵便又は特定記録 

郵便で郵送してください。その際、⑫の競争参加者資格申請書受領書送付用封筒（82 

円切手を貼ったもの）を必ず同封してください。 

  ② 機構において申請書類を受理したときは、必要書類が全て揃っていることが確 

認でき次第、速やかに受領書を発送します。 

  ③ 申請書類の記載内容に不備、誤記等があるときは、申請内容について問い合わ 

   せをします。この場合は、速やかに書類提出先にお越しいただき申請内容について 

修正するか、修正した申請書類を郵送して下さい。修正が出来ない場合は、資格審 

査が遅れることになりますので予めご承知おきください。 

④ 定期受付にて申請された場合、平成２９年２月１７日(金)を過ぎても受領書が届 

かない場合は、書類提出先にお問い合せください。 

 

（５）記入例 

   記入例、注釈にご留意ください。 



様式2-1

１ ： ※ 02 受付番号 ※ 03 ※ 申請者 05 適格組 平成     年     月     日

２ ： 04 の規模 合証明 第                         号

平成２９・３０年度において、国立研究開発法人日本原子力研究開発機構で行われる設計・コンサルティング業務に係る競争に参加する資格の審査を申請します。
なお、この申請書及び添付書類の内容については、事実と相違しないことを誓約します。

平成               年              月              日

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構　契約部長殿

06 本社（店）郵便番号

ﾌ ﾘ ｶﾞ ﾅ

07 本社（店）住所

ﾌ ﾘ ｶﾞ ﾅ

08 商号又は名称

09 役職

ﾌ ﾘ ｶﾞ ﾅ ﾌ ﾘ ｶﾞ ﾅ

代表者氏名 10 担当者氏名

11 本社（店）電話番号 12 担当者電話番号

（ 内線番号

13 本社（店）ＦＡＸ番号 14 メ－ルアドレス
※

15 電子入札用ICカードの登録番号
※

（16 代理申請時使用欄）
申請代理人 申請代理人郵便番号

申請代理人住    所 申請代理人電話番号

申請代理人氏    名

17 登録を受けている事業

登 録 事 業 名 登 録 番 号 登 録 年 月 日 登 録 事 業 名 登 録 番 号 登 録 年 月 日 登 録 事 業 名 登 録 番 号 登 録 年 月 日

 第 号 年 月 日 第 号 年 月 日 第 号 年 月 日
第 号 年 月 日 第 号 年 月 日 第 号 年 月 日
第 号 年 月 日 第 号 年 月 日 第 号 年 月 日
第 号 年 月 日 第 号 年 月 日 第 号 年 月 日

※欄については、記載しないこと（以下同じ）。

-
 
8
-

16

一般競争（指名競争）参加者資格審査申請書（設計・コンサルティング業務）

01 新規 業 者 コ － ド

更新

319 1112

種類　株式　特例有限　合資　合名　協同　協業　企業　合同　有限責任
　　  会社　　会社　　会社　会社　組合　組合　組合　会社　事業組合
略号 （株）　（有）　（資）（名）（同）（業）（企）（合） （責）

種類　経常建設　　一般財団　一般社団　公益財団　公益社団
　　 共同企業体　　 法人　　　法人　　　法人　　　法人
略号 　（共）　　（一財）　 （一社）  （公財）　（公社）

建 築 士 事 務 所

（用紙Ａ４）

測 量 業 者

　提出年月日を記入してください。

土地家屋調査士

一般競争（指名競争）参加者資格審査申請書（様式2-1）の作成要領

共通事項
　１　申請書は、パソコン又は手書きで記入してください。手書きの
　　場合はボールペン又は万年筆等で一字一字鮮明に記入してくださ
　　い。
　２　フリガナの欄はカタカナで記入してください。
　３　住所の「丁目」、「番地」及び電話番号・ＦＡＸ番号で
　　の市外局番、市内局番及び番号については、それぞれ「－
　　（ハイフン）」で区切り記入してください。

　05　経済産業局長又は沖縄総合事務局長が発行する官
　　公需適格組合証明書の取得年月日及び番号を記入し
　　てください。

補 償 ｺ ﾝ ｻ ﾙ ﾀ ﾝ ﾄ
司 法 書 士

地 質 調 査 業 者

　17　次の区分に従い、それぞれ該当する場合に記入してください。
　○測量業者・・・測量法（昭和24年法律第188号）第55条による登録を受けている場合。
　○建築士事務所・・・建築士法（昭和25年法律第202号）第23条による登録を受けている場合。
　○建設コンサルタント・・・建設コンサルタント登録規程（昭和52年建設省告示第717号）第2条による登録を受けている場合。
　○地質調査業者・・・地質調査業者登録規程（昭和52年建設省告示第718号）第2条による登録を受けている場合。
　○補償コンサルタント・・・補償コンサルタント登録規程（昭和59年建設省告示1341号）第2条による登録を受けている場合。
　○不動産鑑定業者・・・不動産の鑑定評価に関する法律（昭和38年法律第152号）第22条による登録を受けている場合。
　○土地家屋調査士・・・土地家屋調査士法（昭和25年法律第228号）第8条による登録を受けている場合（土地家屋調査士が2人以上所属しているときは、1人のみについて記入する。）。
　○司法書士・・・司法書士法（昭和25年法律第197号）第8条による登録を受けている場合。
　○計量証明事業者・・・計量法（平成4年法律第51号）第107条による登録を受けている場合。

　16　行政書士等が代理申請する場合に記入してください。代理
　　申請をする場合、押印については本欄に押印すれば、「10
　　代表者氏名」欄への押印は不要です（委任状の受任者欄に押
    印した印と同一のものを使用してください）。
　　　なお、申請者の従業員が代表者に代わって申請書を提出す
　　る場合は本欄への記入は不要です。

建 設 ｺ ﾝ ｻ ﾙ ﾀ ﾝ ﾄ
不動産鑑定業者

代表取締役

（株）原子力機構

機構　太郎

41020

029-282-4079

-

  06　事業所個別の郵便番号を保持している場合でも、
　　　地域一般の郵便番号を記入してください。
　　　（例）文部科学省の場合
　　　　　　100-8959　→　100-0013

　08　株式会社等法人の種類を表す文字については下表の略号を
　　用いて記入してください。
　　　（フリガナは記入しないでください。）

　09,10　姓と名前との間は1文字あけて記入して
　　　 ください。（フリガナも同じ）

　07　登記簿上の本社（店）住所を記載してください。

※

茨城県那珂郡東海村大字舟石川７６５－１

029-282-7974

029-282-4079

計量証明事業者

　14、15　記入する必要はありません。

イバラキケンナカグントウカイムラオオアザフナイシカワ

ゲンシリョクキコウ

キコウ　タロウ キコウ　ハナコ

機構　花子印

印



様式２-２

※ 受付番号 ※ 業者コ－ド

18 測量等実績高

②  直 前 ２ 年 度 分 決 算 ③  直 前 １ 年 度 分 決 算 ※ ⑤

① ④ 直  前  ２   ヶ   年  間  の 01 02 03 04 05 06 07 08 09 10 11 12 13 14 15

年  間  平  均  実  績  高

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

合                 計

19 有資格者数（人）

50 その他コンサルタント業務

　登録を希望する業種番号に○印をつけてください。

30 測　　　　　　　　　量

40 地　　質　　調　　査

10 建築（設計・施工管理）

20 建築設備（設計・施工管理）

第三種
電気主任技術士 消防設備士 測量士補

第一（二）種
電気主任技術士

技術士
（機械・設計等）

二級建築士
二級建築

施工管理技士
二級電気工事
施工管理技士

二級管工事
施工管理技士

技術士
（農業・農業土木）

第一種伝送交換
主任技術士

測量士

技術士
（情報工学）

環境計量士

○実績がない業種を希望する場合には、「０」と記入してください。
○申請業種ごとの実績高（②、③は千円未満四捨五入）を記入してくださ
い。
○決算が１事業年度1回の場合は、②、③のそれぞれ右側（半期決算
　 の場合は両方）に記入してください。
○「④　直前２ヶ年間の年間平均実績高」は、②と③の平均（千円未満
　 四捨五入）を記入してください。

  申    請    を    希    望    す    る    部    局

合

計

年   3 月 まで

年   4 月 から

0 0 0

競 争 参 加 者 資 格

希 望 業 種 区 分

年     月 から

年     月 まで

年   4 月 から

年   3 月 まで

25

26

構造設計
一級建築士

設備設計
一級建築士

一級建築士

不動産鑑定士

一級管工事
施工管理技士

技術士
（応用理学・地質）

技術士
（電気電子）

技術士
（上下水道）

技術士
（機械）

一級建築
施工管理技士

一級電気工事
施工管理技士

年     月 から

年     月 まで

　19　技術士の資格で選択科目を指定しているものは、次のものになります。それぞれ該当する場合に記入してください。
　○技術士（機械・設計等） ： 機械部門のうち選択科目を「機械設計」、「流体工学」又は「交通・物流機械及び建設機械」とするものの人数
  ○技術士（建設・土質） ： 建設部門のうち選択科目を「土質及び基礎」とするものの人数
　○技術士（応用理学・地質） ： 応用理学部門のうち選択科目を「地質」とするものの人数
　○技術士（農業・農業土木） ： 農業部門のうち選択科目を「農業土木」とするものの人数
　○技術士（森林・森林土木） ： 森林部門のうち選択科目を「森林土木」とするものの人数
　○技術士（水産・水産土木） ： 水産部門のうち選択科目を「水産土木」とするものの人数

司法書士

技術士
（森林・森林土木）

技術士
（水産・水産土木）

土地家屋調査士

技術士
（建設）

技術士
（建設・土質）

土 地 家 屋 調 査 士

消 防 設 備 士

建 築 設 備 士

測 量 士 補

第一種電送交換主任技術士

 ※　一級建築士の免許を受けてい
　　る者が、構造設計一級建築士証
　　又は設備設計一級建築士証の
　　交付を受けている者である場合
　　は一級建築士欄にはカウントし
　　ない。
　　　構造設計、設備設計両方交付
　　されている者は、それぞれ重複し
　　て記載すること。

計量士

建築設備士

構 造 設 計 一 級 建 築 士

設 備 設 計 一 級 建 築 士

第 三 種 電 気 主 任 技 術 士

一 級 建 築 士

二 級 建 築 士

一 級 建 築 施 工 管 理 技 士

二 級 建 築 施 工 管 理 技 士

Ａ Ｂ

Ａ欄の資格者数を記入

Ａ欄（技術士）の資格者数を記入

一級電気工事施工管理技士

二級電気工事施工管理技士

計 量 士

環 境 計 量 士

二 級 管 工 事 施 工 管 理 技 士

第一（二）種電気主任技術士

-
 
9
-

Ｂ欄の資格者数を記入

一般競争（指名競争）参加者資格審査申請書（様式2－2）の作成要領

　19　上記に掲げる有資格者数を、それぞれ該当欄に記入してください。
　　なお、資格を重複して有している場合は重複記入可。
　　ただし、１人で同一種類である「１・２級」、「士・士補」の資格を有して
　　いる場合は、上位のもののみ記入して下さい。

不 動 産 鑑 定 士

司 法 書 士

測 量 士

技 術 士

一 級 管 工 事 施 工 管 理 技 士

 　⑤　記入する必要はありません。

27

28

10,000

1,000

12,000

0

1,200

0

11,000 13,200

1 1

1

1 2 1 0 0

1 0 0

0



※ 受付番号 ※ 業者コ－ド

20 建設コンサルタント及び補償コンサルタント登録業者の登録部門

１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ １０ １１ １２ １３ １４ １５ １６ １７ １８ １９ ２０ ２１ ２２ ２３ ２４ ２５ ２６ ２７ ２８

区                            分 直     前     決     算     時
（千円）

① （  う  ち  外  国  資  本  ）

②

③

④

22 税引前当期利益（千円） （S） １ ３

① 流 動 資 産（千円） （m） ［ 国名 ：                                      ］ ［ 国名 ：                                      ］

23 ② 流 動 負 債（千円） （ｎ） ２ （ 外資比率 ：          ％   ）

③ 固 定 資 産（千円） （Q） ［ 国名 ：                                      ］ ［ 国名 ：                                      ］

④ 総 資 本 額（千円） （R） （ 外資比率 ：   １００％   ） （ 外資比率 ：          ％   ）

24 ① （S/R×100） ． （％） ①  年 月 日

② （m/ｎ×100） ． （％） ② 年 月 日 から

③ （P/Q×100） ． （％） 年 月 日 まで

③ 年 月 日

④ 年

27 ① 技    術    職    員 ② 事    務    職    員 ③ そ の 他 の 職 員 ④ 計 ⑤ 役職員等

（ 人 ） ※  ⑤は④の内数

常 勤 職 員 の 数

自己資本固定比率

自
己
資
本
額

21

※貸借対照表

※経営比率

※損益計算書

総 資 本 純 利 益 率

　  外資系企業（日本国籍会社を含
 む）の場合に該当する会社区分の
 番号に○印を付するとともに、[　　]
 内に外国名を、（　　）内に当該国の
 資本の比率をそれぞれ記入してくだ
 さい。
　 なお、「2　日本国籍会社（外資比
 率：100%）」とは100パーセント外国
 資本の会社を、「3　日本国籍会社」
 とは、一部外国資本の会社をそれ
 ぞれいいます。

　　直前１年度分決算（千円未満切捨）
 によって記入してください。

営 業 年 数

転 （ 廃 ） 業 の 期 間

計

流 動 比 率 休 業 期 間 又 は

26 創 業

営
業
年
数
等 現 組 織 へ の 変 更

外 国 籍 会 社

日 本 国 籍 会 社

※　　建     設     コ     ン     サ     ル     タ     ン     ト     業     務 ※　補 償 コ ン サ ル タ ン ト 業 務

森
林
土
木

農
業
土
木

下
水
道

地
質

土
質
及
び
基

礎電
力
土
木

上
水
道
及
び
工

業
用
水
道

外
資
状
況

25

水
産
土
木

評 価 ・ 換 算 差 額 金

新 株 予 約 権

補
償
関
連

事
業
損
失

施
工
計
画

、
施
工
設

備
及
び
積
算

建
設
環
境

機
械

電
気
電
子

機
械
工
作
物

物
件

営
業
補
償
・

特
殊
補
償

-
 
1
0
 
-

一般競争（指名競争）参加者資格審査申請書（様式2－3）の作成要領

  [ 貸借対照表 ]から記入してください。
　
　その他有価証券評価差額金、繰延ヘッジ
  損益、土地評価差額金があった場合には
  その額

  [ 貸借対照表 ]から記入してください。

  新株予約権がある場合にはその額

 　｢①技術職員」及び「②事務職員」の各欄には、基準日の前日において常時雇用している従業員のうち専ら、測量・建設コンサル
 タント等業務に従事している職員の数を、「③その他の職員｣欄には、それ以外の職員の数を記入してください。また、「④計」欄に
 は、法人にあっては常勤役員の数を含めたものを、個人にあっては事業主を含めたものをそれぞれ記入し、「⑤役職員等」欄に
 は、常勤役員又は事業主の数を内数で記入してください。
    なお、上記の「常時雇用」及び「常勤」とは、申請者に従事し、かつ客観的な判断事項（定期・定額給与の支払対象者、社会保険
 料の納付対象者であること等）を有することをいいます。

　 「④営業年数」欄には、競争参加資格希望業種に係る事業
  の開始日（２業種以上のときは最も早い開始日）から基準日
  までの期間から、当該事業を中断した期間を除いた期間（１
  年未満切捨て）を記入してください。

  [ 貸借対照表 ]から記入してください。
　
  法人：払込済資本金に新株式申込証拠
         金、資本剰余金、利益余剰金、自己
         株式申込証拠金を加え自己株式を
         減じた額（有限会社の場合は、出資
         払込金、出資申込証拠金の額）
　組合：組合の基本財産と組合員の払込資
         本金に利益余剰金を加えた額の合
         計額
  個人：「④ 計」欄に純資産合計（期首資本
         金＋事業主利益＋事業主借勘定－
         事業主貸勘定）の額

港
湾
及
び
空

港 廃
棄
物

日 本 国 籍 会 社

河
川

、
砂
防
及
び

海
岸
・
海
洋

土
地
調
査

株 主 資 本

土
地
評
価

都
市
計
画
及
び

地
方
計
画

鉄
道

鋼
構
造
物
及
び
ｺ

ﾝ
ｸ
ﾘ
ー

ﾄ

ト
ン
ネ
ル

道
路

造
園

様式2-３



※ 受付番号 ※ 業者コ－ド

（登録業種区分）

元請又は 着   工   年   月

下請の別 （ 千円 ） 完成（予定）年月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

記載要領
１ 本表は、登録を受けた業種の各別又はその他の営業の種類の各別に作成すること。
２ 本表は、直前２年間の主な完成業務及び直前２年間に着手した主な未完成業務について記載すること。
３ 下請については、「注文者」の欄には元請業者名を記載し、「件名」の欄には下請件を記載すること。
４ 「測量等対象の規模等」は、例えば測量の面積・精度等、設計の階数・構造・延べ面積等を記載すること。
５ 「請負代金の額」は、消費税込みの金額を記載すること。

測     量     等     実     績     調     書

業務履行場所の

　契約件名を記入することとし、「文教関係施設」の設計・監理業務にあっては、その
  業務内容が明らかになるように具体的な施設内容及び下記の業種内容を付記して
  ください。
　　　建築設計業務（設備設計業務を含まないもの）・・・・＜建＞
　　　設備設計業務・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・＜設＞
　　　監理業務・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・＜監＞
　学校施設にあっては、下記の種別も付記してください。
　　　大学、短大、専門学校・・・・＜大＞、幼稚園・・・・・・・・・・・・・＜幼＞
　　　小学校・・・・・・・・・・・・・・・・＜小＞、中学校・・・・・・・・・・・・・・＜中＞
　　　高等学校・・・・・・・・・・・・・・＜高＞、特別支援学校・・・・・・・・＜特＞

　「18①　競争参加者資格希望業種区分」欄に記載した業種区分毎に
　分けて作成してください。
　
　希望業種区分が「10 建築」、「20 建築設備」については、「文教関
　係施設」と「その他施設」に区分して記入してください。
　　「文教関係施設」・・・学校施設、研究施設、図書館、体育施設、
　　　　　　　　　　　　　　 病院、美術館、博物館、劇場等
　　「その他施設」・・・・・事務所、庁舎等

-
 
1
1
 
-

ある都道府県名

請 負 代 金 の 額
注           文           者 件                      名 測 量 等 対 象 の 規 模 等

測量等実績調書（様式2-4）の作成要領

　記入の対象は、直前２年間にお
　ける完成業務及び着手した未完成
　業務とする。

　本表が１枚で終わらない場合、
　コピーして引続き記入してください。

様式2-4



※ 受付番号 ※ 業者コ－ド

（種類）

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

記載要領
１ 本表は、土木、建築若しくは設備又は職種の各別に作成すること。

また、「氏名」の記載は、営業所（本店又は支店若しくは常時契約する事務所）ごとにまとめて行い、その直前に、（   ）書きで当該営業所名を記載すること。
２ 「法令による免許等」の欄には、業務に関し法律又は命令による免許又は技術若しくは技能の認定を受けたものを記載すること。

（例 ： ○○建築士、○○土木施工管理技士）
３ 「実務経歴」の欄には、最近のものから記載し、純粋に測量、建設コンサルタント等業務に従事した職種及び地位を記載すること。

-
 
1
2
 
-

　17　「登録を受けている事業」に記入した
　　登録事業名から該当するものを記入し、
　　事業名ごとに作成してください。

技術者経歴書（様式2-5）の作成要領

氏                   名 実務経験年月数

技        術        者        経        歴        書

法   令   に   よ   る   免   許   等
実              務             経             歴 

名 称 取  得  年  月  日

様式2-5



※ 受付番号 ※ 業者コ－ド

※ ※

番 郵  便

号 番  号

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

記載要領

※ 本表は、申請日現在で作成すること。

青森県むつ市、茨城県那珂郡、東京都千代田区

所            在            地 ※　　営          業          区          域

　１　常時契約を締結している営業所の所在地の市名又は郡名を左詰めで北から順に記入
　　　してください。（区点「、」で区切ること。）
 
　２　営業所の都道府県が複数にまたがる場合は、１都道府県で主な営業所１～２ヵ所程
　　　度記入してください。（※営業所の登録は５０ヵ所までとします。）

-
 
1
3
 
-

営業所一覧表（様式2-6）の作成要領

　支店等の所在地について
　・△△県○○市に所在する場合
　　→△△県○○市
　・△△県□□郡に所在する場合
　　→△△県□□郡
　・東京都○○区に所在する場合
　　→東京都○○区

　※本社（店）についても記載して
　ください。

営          業          所          一          覧          表

※F A X 番 号  （下段）

※電 話 番 号  （上段）

※　営    業    所    名    称

様式2-6



 

-14- 

 

（法人の場合） 

国税通則法施行規則別紙第９号書式（その３の３）  

（「法人税と消費税及び地方消費税」について未納の税額のないことの証明） 

 
 
 
 

 

納 税 証 明 書 

（その３の３「法人税と消費税及び地方消費税」について 

未納の税額のないことの証明） 

 
 
 
 
   住 所（納税地） 
     

 氏 名（名 称） 
 
 代 表 者 氏 名   
  

 
 
  
   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

      １  法人税について未納の税額はありません。 
 
      ２ 消費税及地方消費税について未納の税額はありません。 
 
 

以 下 余 白 

 

 
  徴管（証明）第     号 
 

   上記のとおり、相違ないことを証明します。 
 

  年  月  日 
 
               税務署長 
 

財務事務官  氏    名  印 

 



 

-15- 

 

（個人の場合） 

国税通則法施行規則別紙第９号書式（その３の２） 

（「申告所得税と消費税及び地方消費税」について未納の税額のないことの証明） 

 
 

納 税 証 明 書 

（その３の２「申告所得税と消費税及び地方消費税」について 

未納の税額のないことの証明） 

 
 
 
 
   住 所（納税地） 
     

 氏 名（名 称） 
 
 代 表 者 氏 名   
  

 
 
  
   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

      １ 申告所得税について未納の税額はありません。 
 
      ２ 消費税について未納の税額はありません。 
 
 

以 下 余 白 

 

 
  徴管（証明）第     号 
 

   上記のとおり、相違ないことを証明します。 
 

  年  月  日 
 
               税務署長 
 

財務事務官  氏    名  印 
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平成　29年　1月　××日

国立研究開発法人 日本原子力研究開発機構　御中
 319-1184

印

・いずれかを○で囲んでください。

区分

１． 委任状

(1) 委任事項 （一部の場合は○印を記載し、契約に係る全ての権限を委任する場合には○印は不要。）

ア　見積及び入札について

イ  アに関し、復代理人の選任に関すること

ウ　契約の締結について

エ　代金の請求及び受領に関すること

オ　その他契約締結からその履行完結までに係る一切に関すること

(2) 委任期間

２． 使用印鑑届（委任する場合は代理人使用印鑑）

社印（社名が書かれた印・通常角判） 使用印（必ず押印）

　　（なければ押印不要）

印

３．

４．

郵 便 番 号

様式4

誓約事項
原子力機構との取引にあたっては、『原子力機構との取引において遵守すべき「情報セキュリティの確保」に関する事
項』について遵守することを誓約します。

イ　設計・コンサルティング業務；
　　文部科学省 一般競争(指名競争)参加者資格認定通知書

 受付番号（６桁）　　：

ウ　物品の製造等；
　　資格審査結果通知書（全省庁統一資格）

 業者コード（10桁）　：

　平成　年　月　日から最初に迎えた3月31日までを委任期間とします。
（期間満了時に委任者からの変更の申し入れがなけば、競争参加者者資格の更新を前提に、委任期限は満了
日
　の翌日から起算して、自動的に1カ年延長するものとし、以後同様とする。）

国の競争参加者資格の確認

原子力機構の競争入札等は、以下の競争参加者資格をもって参加します。

ア　建設工事；
　　文部科学省 一般競争(指名競争)参加者資格認定通知書

 受付番号（６桁）　　：

受 任 者 名 ( ﾌ ﾘ ｶ ﾞ ﾅ )

電 話 番 号

Ｆ Ａ Ｘ 番 号

会 社 名

支 店 ・ 部 署 名

受 任 者 役 職 名

　　新規　・　変更（理由：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　私は、下記の者を代理人と定め、下記の権限を委任します。

郵 便 番 号

住 所

本社電話番号 029-282-1122

本社FAX番号 029-282-7974

委 任 状＊  ・ 使 用 印 鑑 届（記載例）　＊斜体は記載例
（＊委任がない場合は二重線で消してください。）

会　 社 　名 株式会社原子力機構

フリガナ キコウ　タロウ

代 表 者 名 機構　太郎

役　 職 　名 代表取締役社長

フリガナ イバラキケンナカグントウカイムラオオアザフナイシカワ

住　　　　所 茨城県那珂郡東海村大字舟石川765番地1
フリガナ カブシキガイシャ　ゲンシリョクキコウ

代
表
取

締
役
社

代
表
取

締
役
社

長
の
印

更新の場合は｢新規｣
を選んで○で囲んで
ください。

提出日を記入

角印等

原子力機構独自資格の場合は記載不要。
国の競争参加資格通知書に記載されている、受付番号又は業
者コードを記載してください。
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平成　29年　1月　××日

国立研究開発法人 日本原子力研究開発機構　御中
 319-1184

印

・いずれかを○で囲んでください。

区分

１． 委任状

(1) 委任事項 （一部の場合は○印を記載し、契約に係る全ての権限を委任する場合には○印は不要。）

ア　見積及び入札について

イ  アに関し、復代理人の選任に関すること

ウ　契約の締結について

エ　代金の請求及び受領に関すること

オ　その他契約締結からその履行完結までに係る一切に関すること

(2) 委任期間

２． 使用印鑑届（委任する場合は代理人使用印鑑）

社印（社名が書かれた印・通常角判） 使用印（必ず押印）

　　（なければ押印不要）

印

３．

４．

郵 便 番 号

様式4

誓約事項
原子力機構との取引にあたっては、『原子力機構との取引において遵守すべき「情報セキュリティの確保」に関する事
項』について遵守することを誓約します。

イ　設計・コンサルティング業務；
　　文部科学省 一般競争(指名競争)参加者資格認定通知書

 受付番号（６桁）　　：

ウ　物品の製造等；
　　資格審査結果通知書（全省庁統一資格）

 業者コード（10桁）　：

　平成　29年　4月　1日から最初に迎えた3月31日までを委任期間とします。

（期間満了時に委任者からの変更の申し入れがなけば、競争参加者資格の更新を前提に、委任期限は満了日
　の翌日から起算して、自動的に1カ年延長するものとし、以後同様とする。）

国の競争参加者資格の確認

原子力機構の競争入札等は、以下の競争参加者資格をもって参加します。

ア　建設工事；
　  文部科学省 一般競争(指名競争)参加者資格認定通知書

 受付番号（６桁）　　：

受 任 者 名 ( ﾌ ﾘ ｶ ﾞ ﾅ ) 　原子　力子（ゲンシ　リョクコ）

電 話 番 号 　03-3592-2111

Ｆ Ａ Ｘ 番 号 　03-3592-2112

会 社 名 　株式会社原子力機構

支 店 ・ 部 署 名 　東京営業所

受 任 者 役 職 名 　所長

　　新規　・　変更（理由：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　私は、下記の者を代理人と定め、下記の権限を委任します。

郵 便 番 号 　100-0011

住 所 　東京都千代田区内幸町2丁目2番2号　富国生命ビル19階

本社電話番号 029-282-1122

本社FAX番号 029-282-7974

委 任 状＊  ・ 使 用 印 鑑 届（記載例）　＊斜体は記載例
（＊委任がない場合は二重線で消してください。）

会　 社 　名 株式会社原子力機構

フリガナ キコウ　タロウ

代 表 者 名 機構　太郎

役　 職 　名 代表取締役社長

フリガナ イバラキケンナカグントウカイムラオオアザフナイシカワ

住　　　　所 茨城県那珂郡東海村大字舟石川765番地1
フリガナ カブシキガイシャ　ゲンシリョクキコウ

東
京
営

業
所
長

代
表
取
締

役
社
長
の

印

更新の場合は｢新規｣を
選んで○で囲んでくだ
さい。

提出日を記入

委任が一部項目（権限）のみの場合は、当該委任につい

ての「委任状・使用印鑑届」に加え、代表者の「使用印鑑

届」を提出して下さい。

なお、入札参加に際し、復代理人の選任をする場合は、

入札説明書添付の「委任状」を提出していただくことになり

ます。

角印等

原子力機構独自資格の場合は記載不要。
国の競争参加資格通知書に記載されている、受付番号又は業
者コードを記載してください。
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平成　29年　1月　××日

国立研究開発法人 日本原子力研究開発機構　御中

印

・いずれかを○で囲んでください。

区分

１． 委任状

(1) 委任事項 （一部の場合は○印を記載し、契約に係る全ての権限を委任する場合には○印は不要。）

ア　見積及び入札について

イ  アに関し、復代理人の選任に関すること

ウ　契約の締結について

エ　代金の請求及び受領に関すること

オ　その他契約締結からその履行完結までに係る一切に関すること

(2) 委任期間

２． 使用印鑑届（委任する場合は代理人使用印鑑）

社印（社名が書かれた印・通常角判） 使用印（必ず押印）

　　（なければ押印不要）

印

３．

４．

ウ　物品の製造等；
　　資格審査結果通知書（全省庁統一資格）

 業者コード（10桁）　：

誓約事項
原子力機構との取引にあたっては、『原子力機構との取引において遵守すべき「情報セキュリティの確保」に関する事
項』について遵守することを誓約します。

住　　　　所
（登記上）茨城県那珂郡東海村大字舟石川765番地1

国の競争参加者資格の確認

原子力機構の競争入札等は、以下の競争参加者資格をもって参加します。

ア　建設工事；
　　文部科学省 一般競争(指名競争)参加者資格認定通知書

 受付番号（６桁）　　：

イ　設計・コンサルティング業務；
　　文部科学省 一般競争(指名競争)参加者資格認定通知書

 受付番号（６桁）　　：

電 話 番 号

Ｆ Ａ Ｘ 番 号

　平成　  年　 月　 日から最初に迎えた3月31日までを委任期間とします。

（期間満了時に委任者からの変更の申し入れがなけば、競争参加者資格の更新を前提に、委任期限は満了日
　の翌日から起算して、自動的に1カ年延長するものとし、以後同様とする。）

支 店 ・ 部 署 名

受 任 者 役 職 名

受 任 者 名 ( ﾌ ﾘ ｶ ﾞ ﾅ )

郵 便 番 号

住 所

会 社 名

本社FAX番号 029-282-7974

委 任 状＊  ・ 使 用 印 鑑 届（記載例）　＊斜体は記載例
（＊委任がない場合は二重線で消してください。）

　　新規　・　変更（理由：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　私は、下記の者を代理人と定め、下記の権限を委任します。

フリガナ キコウ　タロウ

代 表 者 名 機構　太郎
本社電話番号 029-282-1122

フリガナ カブシキガイシャ　ゲンシリョクキコウ

会　 社 　名 株式会社原子力機構
役　 職 　名 代表取締役社長

様式4

郵 便 番 号

イバラキケンヒガシイバラキグンオオアライマチナリタチョウ

（営業上）茨城県東茨城郡大洗町成田町4002番地

フリガナ
イバラキケンナカグントウカイムラオオアザフナイシカワ

 319-1184・311-1313 

印

代
表
取

締
役
社

長
の
印

角印等

登記上の本店と営業上の本店の住所が異なる場
合は、住所を２段に併記してください。

以下、P16、P17の記載例をご参照ください。

原子力機構独自資格の場合は記載不要。
国の競争参加資格通知書に記載されている、受付番号又は業
者コードを記載してください。

更新の場合は｢新規｣を
選んで○で囲んでくだ
さい。

提出日を記入



文書番号：QS‐G01       　           様式5

国立研究開発法人 日本原子力研究開発機構　御中

※ 太枠の中のみ記入してください。

※ 金融機関番号・支店番号は（　）内に記入してください。

口座解約の場合は、旧口座を記載(解約年月日：　　　年　　月　　日）

　　　機構記入欄

印

-19-

請求者名 機構　太郎

　　　－

年　　　月　　　日

イバラキケンナカグントウカイムラオオアザフナイシカワ

印

茨城県那珂郡東海村大字舟石川765番地1

株式会社原子力機構

☓☓

カブシキガイシャゲンシリョクキコウ

（　△△△　）

☓☓

口座番号 # # # # # # #

　日本原子力研究開発機構から当方への支払は下記の口座へお振込みください。
　なお、当方は日本原子力研究開発機構の振込完了をもって代金を受領したものと認め、領収書の
発行を省略いたします。
　また、この口座振込依頼書の記載事項について変更が生じた場合は速やかに通知いたします。

　▽▽銀行

口座名義 株式会社原子力機構

取引先コード

出納担当者 入力日

口座番号

備　考

フリガナ カブシキガイシャゲンシリョクキコウ

口座名義 株式会社原子力機構

金融機関名

支店名 ●●支店

キコウ　タロウ

預金種目

＊＊＊＊＊＊＊

フリガナ

会社名

金融機関名 ○○銀行

（　□□□　）

（　△△△　） 預金種目

029-282-4079

（　□□□　）

029-282-4080

フリガナ カブシキガイシャゲンシリョクキコウ

担当部署
連絡先

電話番号

支店名 ▼▼支店

フリガナ

FAX番号

フリガナ

319-1184

住　所

平成○○ 年×× 月△△ 日

口　座　振　込　依　頼　書（記載例）＊斜体は記載例

登　録
（いずれかに○）

新　規　　・ 　変　更 （理由；　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

郵便番号

代
表
取

締
役
社

長
の
印

請求書に押印する
印を押印願います。
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様式６ 

 

 

 

委       任       状 
 

 

受 任 者 

住  所 

 

登録番号 

 

氏  名                            

 

 

 

 

私は上記の者を代理人と定め、国立研究開発法人日本原子力研究開発機構の

一般競争（指名競争）参加者資格審査の申請について次の権限を委任します。 

 

 

委任事項 

１． 申請書類の作成 

 

１． 申請代理 

 

１． 記載事項の訂正 

 

 

 

平成    年    月    日 

 

 

 

 

委 任 者 

住    所 

 

商号又は名称 

 

代表者氏名       

                          

 

※ 受任者欄に押印した印と同一のものを申請書（様式2-1）の申請代理人欄に押印して下さい。 

※ 「委任の日付」も必ず記入すること。 
 

印 

印 



 

-21- 

 

 

第３ 資格審査申請の随時受付について 
 

 やむをえず定期受付期間（平成２８年１２月１日～平成２９年１月３１日）を過ぎた

場合でも、随時に受付業務を行います。 

 

１  申請書類の提出先 

      

  定期受付と同様 （Ｐ.2、3参照） 

 

２ 提出書類 

 

定期受付と同様 （Ｐ.5、6参照） 

 

３ 競争参加者資格の有効期間 

      

 資格の認定があった日から平成３１年３月３１日まで。  
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